
様式第８ （第１２条関係）                  

第       号 

令和 8 年 4 月 10日 

一般財団法人環境優良車普及機構 

  代 表 理 事   堀 家 久 靖 殿

補助事業者注１ 住   所  東京都新宿区四谷 2-△-×× 

氏名又は名称  環境優良運輸株式会社 

代表者の職・氏名   代表取締役社長 環境 太郎  

（貸渡し先（リースの場合）   ） 

令和７年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業（低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業）） 

令和７年度事業報告書 

令和7年 ８月２２日付け環補デ第７-○×号（ＬＥＶＯ管理番号77－０△×□）で交付決定兼交付額確

定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（環境配慮型先進トラック・バス導入加速

事業（低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業））について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補

助金（環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業（低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業））交付

規程第１３条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。注２ 

記 

１ 事業実施による燃費改善効果及び二酸化炭素（CO2）削減効果について注３ 

（１） 年度二酸化炭素排出削減量（実績）等

車台番号 補助事業実施前注４ 補助対象車両 

F□△○－10052 
CO2排出量（ｔ-CO2／年） 25.8 23.4 

燃費（ｋｍ／L） 3.47 3.82 

（２）上記実績報告書において二酸化炭素排出削減量が減少しなかった場合の原因 

２ エコドライブ等燃費改善取組体制構築・運用状況報告書 

別紙２のとおり。 

注１） 規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。 

注２） 燃費改善効果及び二酸化炭素（CO2）の削減効果の把握が当該補助金の目的であることから、事

業報告書を提出しない場合は補助金の返還もあり得ることに注意すること。 

注３） 燃費及び CO2排出削減量の算定書を添付すること。 

注４） 補助事業実施前の燃費及び CO2 排出量は、2025 年度燃費基準値に相当する補助対象車両と

同クラスの車両で走行した場合の想定値（走行距離は補助対象車両と同じと仮定）を記入する。 

補助事業の実施に伴い廃車を行った場合は当該廃車車両の１年間の値を参考値として記載す

る。 

 

機構から送付された様式第２（第６条関係）の

記載内容が記載されているか確認 

様式第８は、燃費報告をいただいたのち機構から送付するので、

内容を確認し、保管しておいてください。（押印提出不要） 


